
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方

 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE AVANT CORPORATION

最終更新日：2015年10月5日
株式会社アバント

代表取締役社長 森川 徹治

問合せ先：グループ総務部 03-6864-0100 (代表)

証券コード：3836

http://www.avantcorp.com

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

  当社では、企業として社会的責任を果たしていく上で、継続的事業成長の実現を通して従業員の自己実現を支援し、当社の創造した付加価値
を通じてお客様をはじめとするすべての関係者に貢献できる「100年企業の創造」を最大の経営目標としております。 
  このため、経営の透明性及び健全性を高めるとともに的確な意思決定に基づく迅速な業務執行、及びこれらの適切な監視を可能とする経営体
制を構築するとともに、(1) 適正な情報開示によるアカウンタビリティーの実践による利害関係者への調整機能の実現 (2) 役員・従業員のコンプ
ライアンス意識を高めていくことによる社会的責任の実現のためにコーポレート・ガバナンスの充実に努めていくことを基本方針としております。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

森川 徹治 1,700,000 36.22

アバント従業員持株会 527,700 11.24

野城 剛 327,200 6.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 269,600 5.74

株式会社オービックビジネスコンサルタント 200,000 4.26

ピー・シー・エー株式会社 194,600 4.15

株式会社ＳＢＩ証券 167,600 3.57

和田 成史 89,200 1.90

鈴木 邦男 76,600 1.63

森川 敬之 70,000 1.49

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 6 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数 500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 4 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

福谷 尚久 他の会社の出身者 ○

ジョルジュ ウジュー 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

福谷 尚久 ○

[属性情報の該当状況の説明] 
社外取締役の福谷尚久氏はプライスウォ
ーターハウスクーパース株式会社のパー
トナーとして同社の業務執行者であります
が、当社と同社は平成27年6月期におい
て重要な取引は発生しておりません。

長年にわたるファイナンスに関する豊富な経験
と幅広い見識とともに自らも経営に関する経験
があり、当社のグループ経営全般に有用な助
言をいただけるほか、経営の監督及びコーポ
レート・ガバナンスの強化に寄与していただけ
るものと判断しており、当社との間に特別な利
害関係はなく、東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員の条件を満たしており、一般株主と
利益相反のおそれがないと判断し、取締役会
において当社の独立役員に指定しておりま
す。

ジョルジュ ウジュー ○

[属性情報の該当状況の説明] 
社外取締役のジョルジュ ウジュー氏が代
表を務めるガリレオ・グローバル・アドバイ
ザーズ社と当社はリテイナー契約を締結
し米国での活動について支援を得てお
り、年間14百万円(平成27年6月期実績)
の取引があります。

長年にわたるファイナンス及び証券市場に関
する豊富な経験と幅広い見識とともに自らも経
営に関する経験があり、当社のグループ経営
全般に有用な助言をいただけるほか、経営の
監督及びコーポレート・ガバナンスの強化に寄
与していただけるものと判断しており、当社と
の間に特別な利害関係はなく、東京証券取引
所の定めに基づく独立役員の条件を満たして
おり、一般株主と利益相反のおそれがないと
判断し、取締役会において当社の独立役員に
指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する なし



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2) 

任意の委員会の有無

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 3 名

監査役の人数 3 名

 監査役は、決算会計監査報告会に出席し、監査法人から報告を受けるとともに、聴取・討議の機会を設け、相互に業務・財務における内部統制
の状況について確認をおこなうことにより連携を図っております。  
  監査役と内部監査担当者は、業務監査の連携を取り、効率的な監査に努めているほか、相互に聴取・討議の機会を設け、経営と業務執行の
状況が適正かつ効率的であることの確認をおこなうことにより、連携を図っております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

鈴木 邦男 他の会社の出身者

小林 正憲 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鈴木 邦男  
有限会社ケイ・エス・マネジメント代表取
締役

日本アイ・ビー・エム株式会社で理事を務めら
れ、IT・情報分野、業界について豊富な経験と
経営についての見識を有しており、当社の経
営環境及び事業方針を十分に理解したうえ
で、経営判断及びその意思決定の過程におい
て有用な助言を含め、社外監査役の職務を適
切に遂行いただけるものと判断して、社外監査
役として選任しております。

小林 正憲 ○ 小林法律会計事務所

弁護士及び公認会計士の資格を持ち、会社の
財務・法務に精通しており、これまで多くの専
門的な経験により会計・経営に携わられてお
り、法律・会計専門家の立場から経営判断及
びその意思決定の過程において有用な助言を
含め、社外監査役の職務を適切に遂行いただ
けるものと判断しており、当社との間に特別な
利害関係はなく、東京証券取引所の定めに基
づく独立役員の条件を満たしており、一般株主
と利益相反のおそれがないと判断し、取締役
会において当社の独立役員に指定しておりま
す。



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

独立役員の人数 3 名

――― 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

 当社は、取締役の業績責任を明確にすることを目的として業績連動型報酬制度を導入しており、事業計画の達成度合いに応じて、連結損益計
算書における利益を基準とした業績連動の役員賞与を支給することとしております。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

平成27年6月期における取締役及び監査役に対する役員報酬の内容については次のとおりです。 
取締役に支払った報酬 94,305千円 
監査役に支払った報酬 17,500千円 
  （うち社外役員 12,745千円） 
なお、平成27年6月期の業績連動報酬制度による取締役報酬はありません。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

 当社の取締役の報酬等の額は、株主総会で決議された固定枠と変動枠(業績連動賞与)の限度額において、各取締役の職責に応じた報酬と役
位に応じた報酬及び会社業績における成果に連動して算定する報酬とを組合せて算定することを基本としております。 

 現在、社外役員（取締役・監査役）を補佐する専従者はおりませんが、連絡を含む事務・その他職務の補助については、管理部門担当者が行っ
ております。 
  社外取締役への連絡は、事務補助担当者より、また、社外監査役への連絡は、常勤監査役又は事務補助担当者より取締役会議案資料等の
必要事項について、可能な限り事前の説明、案内等による情報提供に努めております。 

(1) 業務執行 
1) 取締役会 
 当社の取締役会は現在、取締役4名（うち、社外取締役2名）、監査役3名（うち、社外監査役2名）により、原則として、毎月第３月曜日の翌々営
業日に定時取締役会を開催し、必要な議案等がある場合には、随時臨時取締役会を開催して、経営上の重要な意思決定を行っております。 
2) グループ経営会議及び本部長会議 
 当社は、原則毎月第１金曜日にグループ経営会議、第２、第４月曜日にグループ各社で本部長会議を開催しております。 
 グループ経営会議では、当社常勤取締役及び執行役員が権限の範囲での業務執行報告を行い、グループ会社間の調整事項及び意思決定が
必要な事項について検討し、意思決定を行っております。 
 本部長会議では、各事業・業務責任者として本部長が、業務執行・部門間の調整事項等の報告を行い情報の共有を図っております。 
3) 本部週次報告 
 グループ各社は、毎週月曜日に各本部から週次報告を発信し、業務の執行状況、事業計画の進捗状況についての報告を実施しております。 
 本部長は、情報の共有、課題等に対する方針、決定事項について部門内に通知・連絡することにより情報の周知をおこなっております。 
 
(2) 監査役及び監査役会 
 当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は、常勤監査役1名、社外監査役2名の計3名で構成されております。 
 監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役から事業の業務執行状況の報告を聴取、重要な決裁書類等の閲覧、各部門に
おける業務及び財産の状況の調査をおこなうとともに、決算期においては会計監査の結果を受け、事業報告・計算書類及び附属明細書につき検
討を加えたうえで監査報告書を作成しております。 
 また、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、財務数値の正確性の担保及び適正な財務報告の体制整備による情報開示の強
化に努めております。 
 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

(3)取締役及び監査役報酬の決定に関する方針 
1）取締役報酬 
 当社の取締役の報酬等の額は、株主総会で決議された固定枠と変動枠（業績連動賞与)の限度額において、各取締役の職責と役位に応じた報
酬及び会社業績における成果に連動して算定する報酬とを組合せて算定することを基本としております。 
2）監査役報酬 
 監査役の報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、常勤監査役と非常勤監査役の別、社内監査役と社外監査役の別、
業務の分担等を勘案し、監査役の協議により決定しております。 

 当社は平成25年10月1日付でグループ事業会社の成長を支えるビジネスサポート機能をもつ持株会社として連結経営によるグループの発展を
目指しております。グループ事業会社は、業務と組織に精通している取締役が、意思決定・業務執行を迅速に行い、当社は各社へのガバナンス
とコントロール機能を担い、グループ各社の機能並びに権限と責任を明確化する組織体制を目指しております。 
 このため、社外取締役を選任し、当社取締役会は経営機能に特化していくとともに、公正・中立の立場からグループのガバナンス、コントロール
の状況を客観的に判断し、意思決定とその過程の透明性を確保できる体制を構築し、取締役会の監督機能を強化することとしております。 
  また、常勤監査役の監査のほか、2名の社外監査役による監査により、経営監視体制の客観性・中立性は十分に機能していると考えておりま
す。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

 

補足説明

その他

 株主総会の説明事項について、スライド表示しながら議事進行等の運営の工夫を行うことを
継続しており、今後より一層の運営の改善に取り組み、株主総会の活性化及び議決権の行使
の円滑化に努めたいと考えております。 
 また、当社ホームページに招集通知を掲載し、株主総会への出席及び議決権の行使の円滑
化を図っております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社HP（IRページ）に「情報開示方針」としてディスクロージャーポリシーの公
表を行なっております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算公表後の年1 回、決算説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
 当社ホームページ上にIRサイトをオープンし、適時開示資料のほか、決算説
明資料・財務報告書等を四半期毎に掲載しているほか、決算説明会の様子を
ビデオ掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
 社長室がIRを担当しており、各関連部門の担当者が連携・協力して実施して
おります。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

 情報の取扱いについて注意を促し、情報漏洩やインサイダー取引を未然に防止することを目
的として「インサイダー情報管理規程」を制定しております。また、「AVANT行動基準」を制定し
てコンプライアンスの基本方針を定め、「コンプライアンス・リスクマネジメント規程」によりコンプ
ライアンスならびにリスクマネジメントの徹底を図っております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

 「情報開示方針」を作成し、当社HP（IRページ）で公表しております。

その他

 AVANT行動基準の基本である「OPEN (透明性の高い組織：私たちの組織のあり方。率直か
つ誠実な人間関係を大切にする組織風土を大切にします。)」「VALUE (徹底した顧客志向：私
たちのお客様志向のあり方。常に新たな価値創造に取り組み、最高のお客様満足を追及する
姿勢を大切にします。)」「STRETCH (成長を楽しむ人々の集団：私たちの個人のあり方。変化を
楽しみ成長を追及することが私たち一人ひとりにとって活力を促すと考えています。)」の実践を
通じて、当社グループ事業に係わるすべてのステークホルダーを尊重した活動・行動に取組ん
でおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 
 社会の公器として会社組織・活動の責任を果たし、事業の成長性と会社組織の継続的・効率的な運営を目的として、当社は株主総会を会社の
最高機関とし、次のとおりの機関設計及び内部統制システムを構築しております。 
■取締役会を設置し、代表取締役を選定することによる、的確な意思決定と迅速な業務執行。 
■監査役会を設置し、監査役による経営の健全性の向上及び監視・監督機能の強化。 
  (常勤監査役の業務監査機能、社外監査役の取締役監視、意思決定監督機能) 
■会計監査人を設置し、会計監査による財務報告及び内部統制の適正性の確保と開示・情報提供機能の向上。 
■社長を委員長とするコンプライアンス・リスクマネジメント委員会、情報セキュリティ委員会による法令・諸規則の遵守、浸透ならびに重要なリス
クへの対応。 
 なお、以下のとおり内部統制システム整備に関する基本方針を取締役会において決議しております。 
 
1. 取締役のコンプライアンス体制 
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
1)取締役は、「AVANT行動基準」を遵守し、「AVANT Value」を実践し、法令・定款及び取締役会規程、その他社内諸規則等に則り、適切に業務を
執行します。 
2)取締役は、業務執行にあたっては、取締役会及び組織横断的な各種会議体で、総合的に検討したうえで意思決定を行います。 
3)取締役は、企業倫理・コンプライアンス及びリスク管理に関する重要課題と対応についてコンプライアンス・リスクマネジメント委員会で審議・検
討するとともに、速やかに監査役へ報告するものとします。 
4)監査役は、監査役会が定めた監査方針のもと、取締役会ほか重要な会議への出席、業務執行の状況の調査等を通じて、取締役の職務の執行
を監査します。 
 
(2）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 
1)当社の取締役会は、月１回の定時取締役会を基本とし、必要に応じて随時取締役会を開催し、意思決定及び迅速な業務執行を行うとともに、
取締役の経営上重要な決定及び業務執行の状況について監督します。 
2)取締役を責任者又は委員とする各種会議体・委員会は、権限の範囲内において、業務執行の審議・決定等を行います。 
3)経営方針、事業計画に基づく組織編成により、経営の分権化を推進します。 
4)経営責任を明確化し、経営環境の変化に対応するため、取締役の任期は１年としています。 
 
(3）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 取締役の職務の執行に係る情報は、法令及び取締役会規程・文書管理規程、その他の関連規程に基づき、担当部門が適切に保存及び管理し
ます。 
 
2. 会社の業務の適正を確保するための体制 
(1）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
1)当社は、業績の進捗状況及び経費管理の徹底について、予算管理規程に従い、ローリング・フォーキャスト・マネジメントによる業績状況把握を
経営環境に応じたサイクルで実施することにより、業務及び資金の適切な管理とともに、リスクの未然防止を実施します。 
2)当社は、コンプライアンス、情報資産、その他事業に関する事項についてのリスクを、必要な規程・マニュアル等を整備し、周知すること等により
管理します。 
 なお、コンプライアンスの徹底には、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会において管理及びその対応の強化を図ります。 
 また、情報資産の管理には、情報セキュリティ委員会において管理及びその対応の強化を図ります。 
3)当社は、業務遂行上の必要に応じ、弁護士・会計監査人・税理士等の専門知識を有する第三者に相談、助言・指導を受けるものとします。 
 
(2）従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
1)従業員は、「AVANT行動基準」を遵守し、「AVANT Value」を実践し、法令・定款及び社内諸規則等に則り、業務を行います。 
2)当社は、従業員のコンプライアンス意識を高め、社会的責任ある行動を推進するため、社内諸規程の整備をすすめるほか、社長の指示による
内部監査を実施します。 
3)従業員は、法令・定款及び社内諸規則違反若しくは社会通念に反する行為が行われていることを知ったときには、内部通報制度である 「コンプ
ライアンス・ホットライン」に報告又は相談を行います。 
4)取締役は、監査役から従業員のコンプライアンス体制、内部通報制度についての意見及び改善の要求があった場合には、コンプライアンス・リ
スクマネジメント委員会において、速やかに対応又は改善を図ります。 
 
(3）当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
1)当社子会社は、当社の経営方針並びに「AVANT行動基準」を遵守し、「AVANT Value」を実践することを共有し、グループの企業価値向上に貢
献します。 
2)当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、内部統制システムの整備・改善を支援し、子会社と協力して推進していきます。 
3)当社は、グループの業務の適正を確保し、グループの戦略的経営を推進するため、代表取締役社長および執行役員ならびに子会社役員を構
成員とするグループ経営会議を原則月１回開催します。 
4)当社子会社は、経営指導・経営管理契約書を締結し、取締役等の職務執行に関わる重要事項について当社が報告を受ける体制としています。
5)当社子会社は、月１回の定時取締役会を基本とし、必要に応じて随時取締役会を開催し、意思決定及び迅速な業務執行を行うとともに、当社
のグループ総務部が開催状況を確認します。 
6)当社グループ全体のコンプライアンス体制構築の一環として、当社子会社従業員は、法令・定款及び社内諸規則違反若しくは社会通念に反す
る行為が行われていることを知ったときには、内部通報制度である「コンプライアンス・ホットライン」に報告又は相談を行います。 
7)子会社の法令違反その他コンプライアンスに係る問題については、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会にて審議します。 
8)当社子会社の業績の進捗状況及び経費管理の徹底について、予算管理規程に従い、ローリング・フォーキャスト・マネジメントによる業績状況
把握を経営環境に応じたサイクルで実施することにより、業務及び資金の適切な管理と当社への報告により、リスクの未然防止を実施します。 
9)当社子会社の業務の適正については、内部監査室により定期的に内部監査を行い、その結果を当社取締役及び監査役に報告を行うことで必
要な管理を行います。 
 
(4）財務報告の適正を確保するための体制 
 当社は、取締役会の指揮のもと、財務報告の適法及び適正を確保するための整備をおこない、運用体制を構築し、財務報告に係る内部統制に
ついて、自己評価と独立的評価を定期的に実施するとともに会計監査人による監査を受けます。 
 
(5）反社会的勢力排除に向けた基本的考え方 
 当社は、「AVANT行動基準」において、反社会的勢力の排除並びに反社会的行為の禁止を宣言し、社会の安全や秩序、企業の健全な活動に
脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当・不法な要求にも応じないことを基本的な考え方としております。 
 なお、平素からの情報収集に努めるほか、事案の発生時には関係行政機関や弁護士等の専門家と緊密に連絡を取り、組織的に速やかに対処
することとしております。 
 
３．監査役監査に関する体制 
(1）監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項並びにその従業員の取締役からの独立性
に関する事項 
1)当社は、監査役の職務を補助する従業員を置いておりませんが、取締役会は、監査役の要請に基づいて協議を行い、当該従業員を任命、配



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

 

置することができることとします。 
2)監査役が指定する補助すべき期間中は、監査役の職務の補助者に任命された従業員の指揮・命令権は監査役に移譲されたものとし、取締役
からの独立性を確保します。また、当該従業員の評価については監査役の意見を聴取して行います。 
 
(2）取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
1)監査役は、取締役会に出席するほか、本部長会議に出席し、業務の状況について報告を受けており、必要に応じて、その他の会議・委員会に
出席又は議事録の閲覧が可能な体制となっております。 
2)監査役は、取締役及び従業員に対し、定期又は随時に監査役に事業及び業務の報告を求めることができることとなっております。 
 
(3）監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
 当社の定めるコンプライアンス・リスクマネジメント規程附則コンプライアンス・ホットライン取扱要領に定める通報者の保護規定に従い、不利な
扱いを受けない旨を規定・施行しております。 
 
(4）監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 
 監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の処理については、当該監査役の職務の執行に必要ないと認められた場
合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。 
 
(5）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
1)監査役は、代表取締役社長との意思の疎通及び意見交換のための会合を実施することが可能な体制となっております。 
2)会計監査人及び内部監査人とも意見交換や情報交換を行い、連携しながら必要に応じて調査及び報告を求めることが可能な体制となっており
ます。 
 
４．業務の適正を確保するための体制の運用の状況 
 当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初より内部統制システムの整備および運用状況について継続的に
調査を実施しており、取締役会に調査内容を報告しております。また、調査の結果判明した問題点につきましては、是正措置を行い、より適切な
内部統制システムの構築・運用に努めております。また、平成26年７月１日から平成27年６月30日までの期間においては、「AVANT行動基準」の
浸透をより高める取り組みを行い、全社員のコンプライアンス意識の浸透に努めました。また、コンプライアンス規程およびリスクマネジメント規程
の見直しによりリスク管理体制を強化し、コンプライアンス・リスクマネジメント責任者及びコンプライアンス・リスクマネジメント委員会主導の下で
重要なリスクへの対応を図る体制をとっております。 

 反社会的勢力への排除に関しては、内部統制システムに関する基本方針で定めるほか、次のとおり体制の整備に努めていくこととしています。
 
(1)「AVANT行動基準」の中で反社会的勢力の排除、および反社会的行為の禁止を宣言しております。  また、役員・従業員から毎年「行動基準・
秘密情報の管理について」に関する誓約書の受領をおこなっており、反社会的勢力の排除を含むコンプライアンスの遵守に関して周知、確認をお
こなっております。 
 
(2)グループ総務部を担当部署として、不当要求防止責任者の選任をおこなっており、反社会勢力の排除に対して所轄警察との連携、暴力団追
放運動推進都民センターの活用・情報収集等をおこなうこととしております。また、主要な取引先については基本契約締結時に反社会的勢力に
関する確認を可能な範囲でおこなっておりますが、今後更に業務レベルにおける具体的な取組みを検討し、反社会的勢力の排除に関する周知・
徹底および対応強化に努めていくこととしております。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

当社の会社情報に関する適時開示に係る社内体制の状況は、次のとおりです。 
(1)会社情報の適時開示に係る基本方針 
  会社情報の適時開示は、当社が社会的責任を果たすうえで、広く当社を理解してもらうことのできる唯一の手段であり、当社利害関係者への
調整、およびコーポレート・ガバナンスの形成を担う重要な機能であると認識しており、その情報の取扱いについては、適時・適切、公平に提供し
ていくこととしております。 
 
(2)適時開示に係る社内体制の状況 
  当社の業務等に関する重要事実は、情報取扱責任者である担当役員により管理され、担当部門であるグループ経営管理部・社長室において
適時開示業務がおこなわれており、適時開示体制の強化・整備に努めております。 
  なお、当社はお客様の決算情報を取扱うことから証券取引法に関する法令、証券取引所の諸規則及び社内の「インサイダー情報管理規程」
の周知・徹底に努め、社内教育のカリキュラムとして研修を実施しております。 
  また、情報管理の社会的な情勢と影響を鑑み、情報セキュリティ委員会を設置し、現在、セキュリティーポリシーと関連書規則の策定を行って
おり、全社的な情報管理体制の強化を図っております。 
 
(3)適時開示の流れ 
  業務等に関する重要な事項は、各会議体及び報告で周知、共有されており、適時開示対象となる事項については、情報取扱責任者の管理の
下、所定の開示手続きを実施することとしております。 
  緊急を要する発生事項やその他重要な事項の決定や決算に関する情報については、情報管理責任者へ情報が集約され、内容を精査・確認
し、適時開示の対象となる事項と判断される情報については、所定の開示手続きの後、リリースの配信・当社ホームページへの掲載などの方法
で開示することとしております。 
 
(4)適時開示体制の監視状況 
1) 監査役  
  取締役会その他重要な会議に出席しており、会社情報に係る重要な発生事項の報告、決定事項の状況について監査しているほか、決算情報
と財政状態の確認を含め、総合的に適時開示に係る社内体制の運用状況を監視しております。 
2) 適時会時に係る取締役会 
  当社では、決算情報ほか適時開示に該当する事項に関しては、公認会計士を含む取締役・監査役により取締役会において、決議する適時開
示書類及び有価証券報告書の作成の適正性について確認を行っております。 



[コーポレート・ガバナンス体制の概要] 
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各部門 
[業務執行部門]―[各社/当社管理部門] 

従 業 員 

[助言] 

[指導] 



[適時開示体制の概要] 

 

        【発生事項】        【決定事項・決算情報】 

役員・執行役員 

(決算情報) 

各社・各部門 

(関係者) 

 

コンプライアンス・ 

リスクマネジメント委員会 

グループ経営会議 

情報取扱責任者及び管理部 

情報の管理、分析・評価 

代表取締役社長 

(適時開示の決定) 

取締役会 

情報取扱責任者及び管理部 

(適時開示の実施) 

各社・各部門 

(関係者) 

東京証券取引所 

(TD-net) 

当社 

ＨＰ 

プレス 

リリース 

財務局 
臨時報告 

グループ経営会議

各社本部長会議 
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